
  

平成１７年 ３月期   個別財務諸表の概要        平成１７年 ５月２５日 

会 社 名 株式会社ニレコ             上場取引所    JASDAQ 

コ ー ド 番 号 ６８６３                本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ http://www.nireco.co.jp） 
代  表  者 役  職  名 代表取締役社長 
        氏    名 山 田 秀 丸 
問い合わせ先 責任者役職名 取締役管理部門長 

        氏    名 金 子 晃    ＴＥＬ（0426）42－3111 

決算取締役会開催日  平成１７年 ５月２５日  中間配当制度の有無  有 

配当支払開始予定日  平成１７年 ６月３０日  定時株主総会開催日  平成１７年 ６月２９日 

単元株制度採用の有無 有（１単元1,000株） 

 

１．１７年３月期の業績（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）   

(1) 経営成績 

 売上高 営業利益 経常利益 

 

17年 3月期 

16年 3月期 

百万円   ％

６,９４９ （  ７.７）

６,４４９ （ １１.４）

百万円   ％

１２１ （△６.０）

  １２９ （  ― ）

百万円   ％

２６１（ ７.４）

２４３（  ―  ）

 

 当期純利益 
１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株主資本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 

17年 3月期 

16年 3月期 

百万円   ％ 

１１２ （△６２.４） 

３００ （   ―  ） 

円  銭

９ ３３

２８ １９

円  銭

９ ３１

―  

％

０.９ 

２.５ 

％ 

１.９  

１.９  

％

３.８ 

３.８ 

(注)①期中平均株式数      17年 3月期  8,990,472株   16年 3月期  9,122,397株 

②会計処理の方法の変更   無 

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

(2) 配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

(年 間) 
配当性向 

株主資本 

配 当 率 

 

17年 3月期 

16年 3月期 

円  銭

１２ ００ 

１０ ００ 

円  銭 

６ ００  

４ ００  

円  銭

６ ００ 

６ ００ 

百万円

１０７  

９０  

％ 

１２８.６  

３５.５  

％

０.９ 

０.７ 

 

(3) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 

17年 3月期 

16年 3月期 

百万円 

１３,３８９   

１３,４７２   

百万円

１２,２０１  

１２,２１３  

％ 

９１.１  

９０.７  

円   銭

１,３５４ １２ 

１,３５３ ５１ 

(注)①期末発行済株式数   17年 3月期  8,988,918株   16年 3月期  8,991,907株 

②期末自己株式数    17年 3月期   1,016,331株   16年 3月期  1,013,342株 

 

２．１８年３月期の業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 

中間期 

通 期 

百万円 

３,４００   

７,０００   

百万円

１４０  

４００  

百万円

△１２０  

２０  

円 銭

６ ００ 

――― 

円 銭 

――― 

 ６ ００ 

円 銭

――― 

１２ ００

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期) ２円２２銭 

 
（注）業績予想は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実

際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想の

ご利用にあたっての注意事項につきましては、添付資料の８ページを参照してください。          



６【個別財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成16年３月31日） 
当事業年度 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

資産の部   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金  2,332,864  1,770,337

２．受取手形  732,201  817,595

３．売掛金 ※３ 2,414,556  2,524,338

４．有価証券  171,065  226,410

５．製品  885,915  1,081,867

６．半製品  453,134  461,106

７．材料  734,002  815,497

８．仕掛品  774,363  750,340

９．前払費用  85,134  106,969

10．繰延税金資産  142,305  256,938

11．関係会社短期貸付金  11,074  7,518

12．未収入金 ※３ 15,048  13,743

13．未収還付法人税等  56   －

14．その他  21,462  22,910

15．貸倒引当金  △20,071  △19,937

流動資産合計  8,753,114 65.0  8,835,637 66.0

Ⅱ 固定資産   

(1）有形固定資産   

１．建物  1,401,924 1,403,078 

減価償却累計額  △930,652 471,272 △967,143 435,934

２．構築物  59,380 59,380 

減価償却累計額  △49,479 9,901 △50,237 9,143

３．機械及び装置  182,338 195,810 

減価償却累計額  △145,981 36,357 △148,218 47,592

４．車輌及び運搬具  44,552 53,091 

減価償却累計額  △23,135 21,417 △31,360 21,730

５．工具器具及び備品  724,182 681,656 

減価償却累計額  △622,758 101,423 △597,925 83,731

６．土地  680,995  680,995

有形固定資産合計  1,321,367 9.8  1,279,127 9.6

(2)無形固定資産   

１．電話加入権  4,871  4,871

２．ソフトウェア  23,585  12,986

３．その他  20,400  27,580

無形固定資産合計  48,856 0.3  45,437 0.3



  
前事業年度 

（平成16年３月31日） 
当事業年度 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

(3）投資その他の資産   

１．投資有価証券 ※５ 1,699,161  2,076,284

２．関係会社株式  271,365  406,437

３．出資金  206,064  －

４．関係会社出資金  40,000  40,000

５．従業員長期貸付金  152,131  192,489

６．関係会社長期貸付金  88,497  68,742

７．更生債権等  65,517  64,673

８．長期前払費用  6,945  5,187

９．繰延税金資産  336,004  129,214

10．敷金保証金  43,663  43,083

11．保険積立金  339,499  223,373

12．会員権等  66,304  46,048

13．その他  101,000  －

14．貸倒引当金  △67,040  △66,216

投資その他の資産合計  3,349,112 24.9  3,229,318 24.1

固定資産合計  4,719,337 35.0  4,553,884 34.0

資産合計  13,472,451 100.0  13,389,522 100.0

   

 



  
前事業年度 

（平成16年３月31日） 
当事業年度 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

負債の部   

Ⅰ 流動負債   

１．買掛金 ※３ 415,952  417,509

２．未払金  31,616  67,986

３．未払法人税等  －  24,714

４．未払消費税等  13,457  22,147

５．未払費用  225,986  249,422

６．前受金  96,171  116,291

７．預り金  19,925  24,286

８．その他  26,485  18,529

流動負債合計  829,594 6.1  940,887 7.0

Ⅱ 固定負債   

１．退職給付引当金  76,417  96,088

２．役員退職引当金  352,778  151,475

固定負債合計  429,195 3.2  247,563 1.9

負債合計  1,258,790 9.3  1,188,451 8.9

   

資本の部   

Ⅰ 資本金 ※１ 3,072,352 22.8  3,072,352 22.9

Ⅱ 資本剰余金   

１．資本準備金  4,124,646 4,124,646 

資本剰余金合計  4,124,646 30.6  4,124,646 30.8

Ⅲ 利益剰余金   

１．利益準備金  613,089 613,089 

２．任意積立金   

(1）買換資産圧縮積立金  149,108 － 

(2）別途積立金  3,800,000 3,900,000 

３．当期未処分利益  786,871 797,994 

利益剰余金合計  5,349,069 39.7  5,311,083 39.7

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 170,232 1.3  197,816 1.5

Ⅴ 自己株式 ※２ △502,640 △3.7  △504,828 △3.8

資本合計  12,213,661 90.7  12,201,070 91.1

負債資本合計  13,472,451 100.0  13,389,522 100.0

   



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高  6,449,474 100.0  6,949,155 100.0

Ⅱ 売上原価   

(イ）製品売上原価   

１．製品期首棚卸高  715,673 885,915 

２．当期製品製造原価 ※2,4 4,276,715 4,692,379 

合計  4,992,389 5,578,294 

３．製品期末棚卸高  885,915 1,081,867 

４．他勘定振替高 ※３ 44,876 4,061,597 63.0 57,175 4,439,251 63.9

(ロ）工事費 ※1,2 497,035 7.7  480,962 6.9

売上原価合計  4,558,632 70.7  4,920,214 70.8

売上総利益  1,890,841 29.3  2,028,940 29.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

１．販売手数料  31,166 53,739 

２．販売資料費  35,361 32,393 

３．広告宣伝費  72,719 75,634 

４．運賃  115,695 126,105 

５．旅費交通費  135,162 137,975 

６．通信費  27,407 27,200 

７．交際費  12,025 11,715 

８．営業サービス費  13,263 3,613 

９．貸倒引当金繰入額  6,730 － 

10．役員報酬  133,960 143,756 

11．給与手当  397,029 410,790 

12．賞与  132,202 157,984 

13．役員退職引当金繰入額  26,976 30,259 

14．退職給付引当金繰入額  48,264 43,423 

15．福利厚生費  119,111 128,630 

16．減価償却費  24,962 26,732 

17．事務用品・図書費  18,635 19,414 

18．賃借料  53,323 58,103 

19．租税公課  8,160 8,828 

20．研究開発費 ※４ 145,924 123,992 

21．事業税等  － 22,414 

22．その他  203,250 1,761,335 27.3 264,479 1,907,188 27.4

営業利益  129,505 2.0  121,752 1.8



 

  
前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息 ※２ 3,569 5,675 

２．有価証券利息  29,688 29,584 

３．受取配当金 ※２ 20,450 24,399 

４．投資有価証券売却益  47,096 39,672 

５．不動産賃貸収益 ※２ 18,196 19,146 

６．その他 ※２ 38,600 157,601 2.4 51,517 169,995 2.4

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息  2,086 3,347 

２．手形売却損  － 3,987 

３．棚卸資産除却損  5,567 1,431 

４．投資有価証券評価損  3,105 229 

５．固定資産除却損  － 3,466 

６．為替差損  2,481 681 

７．不動産賃貸費用  8,704 8,448 

８．投資組合損失  4,512 － 

９．その他  16,960 43,417 0.6 8,358 29,950 0.4

経常利益  243,690 3.8  261,797 3.8

Ⅵ 特別利益   

投資有価証券売却益  96,760 1.5  64,575 0.9

Ⅶ 特別損失   

関係会社株式評価損  55,345 － 

棚卸資産除却損  － 90,545 

生命保険契約譲渡損  － 22,242 

会員権等評価損  － 55,345 0.8 20,175 132,962 1.9

税引前当期純利益  285,105 4.5  193,410 2.8

法人税、住民税及び事
業税 

 7,512 7,512 

法人税等調整額  △22,567 △15,055 △0.2 72,988 80,500 1.2

当期純利益  300,161 4.7  112,910 1.6

前期繰越利益  522,884  739,028

中間配当額  36,174  53,944

当期未処分利益  786,871  797,994

   



③【利益処分案】 

  
前事業年度 

株主総会承認日 
（平成16年６月25日） 

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成17年６月29日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   786,871  797,994 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

１．買換資産圧縮積立金取
崩額 

  149,108  － 

計   935,980  797,994 

Ⅲ 利益処分額      

１．配当金  53,951  53,933  

２．役員賞与金  43,000  29,000  

（うち監査役賞与金）  (3,000)  (3,000)  

３．任意積立金      

 (１)別途積立金  100,000 196,951 － 82,933 

Ⅳ 次期繰越利益   739,028  715,060 

 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(1）子会社株式及び関連会社株式 (1）子会社株式及び関連会社株式 １．有価証券の評価基準及び

評価方法 …………移動平均法による原価法 …………  同左 

 (2）その他有価証券 (2）その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 

 ……決算日の市場価格等に基づく時

価法 

……    同左 

 （評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平

均法により算定。ただし、デリ

バティブ組込み型債券でデリバ

ティブ部分と債券部分の区分が

できないものについては、全体

を時価評価し評価差額は当期の

損益に計上しております。） 

 

 時価のないもの 時価のないもの 

 ……移動平均法による原価法 ……移動平均による原価法 

なお、投資事業有限責任組合

およびそれに類する組合への

出資（証券取引法第２条第2

項により有価証券とみなされ

るもの）については、組合契

約に規定される決算報告日に

応じて入手可能な最近の決算

書を基礎とし、持分相当額を

純額で取り込む方法によって

おります。 

デリバティブ デリバティブ ２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 …………時価法 …………   同左 

(1)製品 (1)製品 ３．棚卸資産の評価基準及び

評価方法 見込生産品……先入先出法による原

価法 

同左 

 受注生産品……個別法による原価法  

 (2)半製品・材料 (2)半製品・材料 

 …………先入先出法による原価法 同左 

 (3)仕掛品 (3)仕掛品 

 …………個別法による原価法 同左 



 

項目 
前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(1)有形固定資産 (1)有形固定資産 ４．固定資産の減価償却の方

法 ……定率法 同左 

  なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）につい

ては定額法を採用しております。 

 

 (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 

 ……定額法 同左 

  ソフトウェア（自社利用）の減価償

却方法は、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっており

ます。 

 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

同左 

 (2）退職給付引当金 (2）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

 なお、会計基準変更時差異

（196,003千円）については５年によ

る按分額を費用処理しております。 

 また、数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。 

同左 

 (3）役員退職引当金 (3）役員退職引当金 

  役員の退職金の支給に備えて、内規

に基づく期末要支給額を計上しており

ます。 

同左 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 



 

項目 
前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

消費税等の会計処理方法 消費税等の会計処理方法 ７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項  消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

同左 

 

表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── （貸借対照表） 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法

律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年12

月１日より適用となることおよび「金融商品会計に関す

る実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年

２月15日付で改正されたことに伴い、当事業年度から投

資事業有限責任組合およびそれに類する組合への出資

（証券取引法第２条第２項により有価証券とみなされる

もの）を投資有価証券として表示する方法に変更いたし

ました。 

 なお、当事業年度の「投資有価証券」に含まれる当該

出資の額は232,465千円であり、前事業年度における投資

その他の資産「出資金」に含まれている当該出資の額は

205,314千円であります。 

 

追加情報 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

         ────── （法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上

の表示方法） 

  実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会 平成16年2月13日）が公表

されたことに伴い、当事業年度から同実務対応報告に基

づき、法人事業税の付加価値割及び資本割22,414千円を

販売費及び一般管理費として処理しております。 

 



 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成16年３月31日） 

当事業年度 
（平成17年３月31日） 

※１．授権株式数     普通株式   39,400千株 ※１．授権株式数     普通株式   39,400千株

 ただし、定款の定めにより株式の消却が行なわれ

た場合には、これに相当する株式数を減ずることと

なっております。 

 ただし、定款の定めにより株式の消却が行なわれ

た場合には、これに相当する株式数を減ずることと

なっております。 
  

発行済株式総数   普通株式 10,005千株
  

  
発行済株式総数   普通株式 10,005千株

  
※２．当社が保有する自己株式の数は普通株式1,013千

株であります。 

※２．当社が保有する自己株式の数は普通株式1,016千

株であります。 

※３．関係会社に対する主な資産・負債 ※３．関係会社に対する主な資産・負債 

 区分掲記したもののほか次のものがあります。  区分掲記したもののほか次のものがあります。 
  

売掛金 284,287千円

未収入金 11,134千円

買掛金 145,328千円
  

  
売掛金 320,214千円

未収入金 11,418千円

買掛金 104,911千円
  

４．受取手形割引高は277,116千円であります。 ４．受取手形割引高は348,289千円であります。 

※５．貸付有価証券 ※５．      ────── 

   貸付を行なっている株式30,024千円が含まれてお

ります。 

 

６．(配当制限) ６．(配当制限) 

有価証券の時価評価により、純資産が170,232千円

増加しております。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第3号の規

定により、配当に充当することが制限されておりま

す。 

有価証券の時価評価により、純資産が197,816千円

増加しております。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第3号の規

定により、配当に充当することが制限されておりま

す。 

 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．工事費は、当社製品の据付及び試運転等にかかる

費用であります。 

※１．         同左 

※２．関係会社に係る注記 ※２．関係会社に係る注記 

 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。 

 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。 
  

当期製品製造原価 
（主に材料仕入） 

1,119,062千円

工事費 98,845千円

受取利息 671千円

受取配当金 11,494千円

不動産賃貸収益 14,968千円

営業外収益その他 24,339千円
  

  
当期製品製造原価 
（主に材料仕入） 

1,284,359千円

工事費 104,145千円

受取利息 2,451千円

受取配当金 11,977千円

不動産賃貸収益 15,918千円

営業外収益その他 24,031千円
  

※３．他勘定振替高の内容は次のとおりであります。 ※３．他勘定振替高の内容は次のとおりであります。 
  

営業サービス費 9,747千円

広告宣伝費 27,955千円

棚卸資産除却損 2,224千円

その他 4,949千円
  

  
広告宣伝費 17,586千円

棚卸資産除却損 36,157千円

その他 3,431千円

 
  

※４．研究開発費の総額 ※４．研究開発費の総額 
  

一般管理費及び当期製造費用に
含まれる研究開発費 606,300千円

  

  
一般管理費及び当期製造費用に
含まれる研究開発費 655,923千円

  
 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

 
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

車輌及び運搬
具 

23,929 11,585 12,344

工具器具及び
備品 

162,537 63,661 98,876

合計 186,466 75,246 111,220

  

  

 
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

車輌及び運搬
具 

16,248 10,617 5,630

工具器具及び
備品 

110,179 69,726 40,452

無形固定資産 92,286 16,042 76,243

合計 218,713 96,386 122,326

  
（注） 取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

（注）         同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 38,510千円

１年超 72,709千円

合計 111,220千円
  

  
１年内 39,819千円

１年超 82,507千円

合計 122,326千円
  

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資

産の期末残高等に占めるその割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。 

（注）         同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
  

支払リース料 40,028千円

減価償却費相当額 40,028千円
  

  
支払リース料 41,505千円

減価償却費相当額 41,505千円
  

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日）及び当事業年度（自 平成16年４月１日 至 

平成17年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

前事業年度 
（平成16年３月31日） 

当事業年度 
（平成17年３月31日） 

  
 （単位：千円）

繰延税金資産 

繰越欠損金 200,092

貸倒引当金限度超過額 14,317

賞与引当金限度超過額 76,965

退職給付引当金限度超過額 31,331

有価証券評価損否認 62,719

役員退職引当金否認 144,638

会員権等評価損否認 38,782

その他 2,503

繰延税金資産小計 571,349

評価性引当額 △36,347

繰延税金資産計 535,001

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 △56,691

繰延税金負債計 △56,691

繰延税金資産の純額 478,309
  

  
 （単位：千円）

繰延税金資産 

繰越欠損金 193,343

貸倒引当金限度超過額 11,707

賞与引当金限度超過額 81,046

退職給付引当金限度超過額 39,396

有価証券評価損否認 62,719

役員退職引当金否認 62,104

会員権等評価損否認 17,187

棚卸資産評価損否認 15,077

事業税等否認 9,804

その他 5,971

繰延税金資産小計 498,360

評価性引当額 △36,347

繰延税金資産計 462,013

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 △75,860

繰延税金負債計 △75,860

繰延税金資産の純額 386,152
  

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異発生原因の主な内訳 

前事業年度 
（平成16年３月31日） 

当事業年度 
（平成17年３月31日） 

 （％）

法定実効税率 42.0

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
1.8

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
△2.3

法定実効税率変更による影響額 2.1

住民税均等割 2.6

評価性引当額 △53.2

その他 1.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △5.4
  

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異が法定実効税率の100分の5以下であるため

注記を省略しております。 

 

 



（１株当たり情報） 

前事業年度 
（自 平成15年4月１日 
至 平成16年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

  

１株当たり純資産額 1,353円51銭

１株当たり当期純利益 28円19銭

  

  

１株当たり純資産額 1,354円12銭

１株当たり当期純利益 9円33銭

潜在株式調整後１株当たり当期 

純利益 
9円31銭

  
 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 

 （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前事業年度 

（自 平成15年4月１日 
至 平成16年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益              （千円） 300,161 112,910 

普通株主に帰属しない金額（千円） 43,000 29,000 

（うち利益処分による役員賞与金） (43,000) (29,000) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 257,161 83,910 

期中平均株式数（千株） 9,122 8,990 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） －  －  

普通株式増加数（千株） －  22  

（うち新株予約権）   (－) (22) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

────── ────── 

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

 



7． 役 員 の 異 動  

 
（１） 代表者の異動 

該当事項はありません。 
 

（２） その他役員の異動 
① 新任予定監査役候補 

監査役 小野澤 淳一 
② 退任予定取締役 

磯田正巳（現 取締役） 
③ 退任予定監査役 

加納 隆（現 常勤監査役） 
 

（３） 就任予定日 
平成１７年６月２９日 

以  上 
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